
１
方針や目標の設定
コミットメント

２
実施と

モニタリング

３
透明性のある

報告や開示

・現状把握
・優先順位付け
・用語の明確な定義
（特に森林破壊ゼロ）

・社内体制の構築
・サプライヤーへの説明と要求
・サプライヤーへからの情報収集
・トレーサビリティの確認
・各認証の理解と活用など

・方針や目標との整合性
・外部有識者の巻き込み
・社会情勢に応じた見直し

よくある課題
・開示が不十分で「方針だけ」に見える
・好事例だけの部分的な報告で全体が把握できない
・全てが自己申告で信頼性に欠ける

.

.

よくある課題
・社会的ニーズの高いコモディティの方針がない
・対象範囲が全てではなく限定されている
・用語の定義が曖昧なため実施や報告も曖昧
・世の中の動きと整合しない目標設定

※今出来ていることではなく、
社として目指す「あるべき姿」を

明示することが重要

「森林破壊／土地転換ゼロ」調達方針の策定、実施、開示

よくある課題
・方針がサプライヤーに共有されていない
・トレーサビリティが原産地までの確認になっ
ていない
・認証原料の調達＝方針達成になっている



事例：総合商社の取組状況

目的：国内サプライチェーンでは最上流となる総合商社の取組状況確認

対象：総合商社7社（伊藤忠商事㈱、住友商事㈱、双日㈱、豊田通商㈱、丸
紅㈱、三井物産㈱、三菱商事㈱）

コモディティ：木材、紙パルプ、パーム油

方法：

① WWFジャパンが定めたサステナブル調達への取組内容を指標として設
定し、開示情報を基に評価。指標は「方針の中身」「運用」「情報開
示」の3つに分類

② 評価結果は各社に通知し、間違いが無いか確認済（豊田通商㈱のみお返
事なし）

③ 評価に基づき3段階で結果をまとめ（相対評価項目もあり）

④ 直接の取扱いが無い場合は自己申告に基づき対象外とした（二次三次原
料除く）



方針の中身①

●：できている、または他社より進んでいる ●：一部できている ●：全くできていない、または存在すらしていない



方針の中身②

• 全体的に、方針は十分とは言えないものの個別方針が公開され取組みが進んできている

• 方針の最終目標も「森林破壊ゼロ」「NDPE（森林破壊・泥炭開発・人権侵害なし）」となっている点は評価できる

●：できている、または他社より進んでいる ●：一部できている ●：全くできていない、または存在すらしていない



方針の中身：ポイント（１）

【P-7】目標年の妥当性

【P-8】方針や目標と整合するマイルストーンを設定している

➡目標の達成年（目標年）が明示されているか

➡ 目標年は適切な年次か（遅すぎないか）

➡目標年に向けて、途中のステップとなるマイルストーンが

適切に設定されているか

例）パーム油調達方針

目標：2030年までにNDPE達成
取組内容：
• 2020年までにミルのトレーサ

ビリティ100％完了
• 2025年までに小規模農園まで

のトレーサビリティ100％完了
• 2025年までにグループ全体で

使用するパーム油をRSPO認証
油に100％切り替える

• 独立小規模農家へのトレーニン
グプログラム支援の実施

• 独立小規模農家に対し、グリー
バンスを導入



方針の中身：ポイント（２）

【P-14】カットオフについての記載がある

※カットオフ：設定した特定の年を境目として、その年以降に起きた自然林の転換地から調達しない

➡ 熱帯林や泥炭地、サバンナなど守るべき土地を植林地／農園に転換することが問題

➡ HCV(P-15)やHCS(P-16)の保全は記載されていたものの、HCV／HCSを毀損して造成された

植林地（転換地）からの調達については言及なし

➡海外では、転換地からの調達リスクを排除するため、「カットオフ」の設定が進んでいる

➡ 自然林の転換を継続する事業者から、植林木原料であっても調達しないこと(P-21)も重要

➡今回指標としてないが、パーム油でもカットオフの考えは重要



方針の中身：ポイント（３）

【P-23】トレーサビリティの精度

➡ 森林破壊ゼロ、NDPE方針を掲げた場合、生産現場（植林地／農園）までのトレーサビリ

ティが必要不可欠である

➡ 生産現場において、方針で掲げた環境面・社会面の問題がないことを確認して初めて目標が

達成できた、と言うことができる

➡各社の方針では、トレーサビリティについて触れられていない、もしくは途中までのトレー

サビリティ（例：パーム油であれば農園ではなく、ミルまで）としているものが多かった



運用

• 方針の策定は進んでいるものの、方針で掲げられている目標が実際に運用されているか、を見てみると開示情報からはほとんど読み取
ることができない

• デューデリジェンス（DD）において、森林破壊ゼロが確認できる項目を設定している商社はほぼ無い

• 森林破壊ゼロ方針を確認するためには、生産現場までのトレーサビリティを取り、HCV／HCSマッピングと植林地／農園の比較や地域
住民との話し合いの記録などの確認が必要となる

●：できている、または他社より進んでいる ●：一部できている ●：全くできていない、または存在すらしていない



情報開示

• 方針を策定し、方針に沿って確認し、どこまで進んだかを数値と共に開示し、必要であれば見直しながら方針の内容や運用方法を強化
していく、というのが理想的なサイクルである

• 今回の調査では、方針に沿って確認した結果はどうだったのか、具体的にどう見直しているのか、どこまで達成できているのか、と
いった点が開示情報からはほとんど分からなかった

●：できている、または他社より進んでいる ●：一部できている ●：全くできていない、または存在すらしていない



ありがとうございました

11月末に
レポートとして公開予定です

WWFジャパン森林グループ
南明紀子

aminami@wwf.or.jp

mailto:aminami@wwf.or.jp

